
はじめに

　２０１０年に「子ども・若者育成支援推進法」が

施行され，ひきこもり支援は地域連携における

包括的支援の具現化が求められるようになり，
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なかでもアウトリーチの重要性が高まっている

（佐藤，２０１０）。本研究科の先進プロジェクト研

究SGでは，２０１０年４月より，山本耕平研究室

と斎藤真緒研究室が中心となり，「ひきこもり

事例効果的アウトリーチ確立」に関する委託調

査研究を行ってきた。そのひとつとして，A市

にある地域若者サポートステーション１）（以下，

サポステ）が開設されてから受理した相談に関

して，インテーク時の記録から得られたデータ

分析を行った。本稿では，その結果から，A市

サポステを利用している若者と，なかでもひき

こもり事例の概況について報告する。
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A市地域若者サポートステーションにおける
ひきこもり支援の概況

─インテーク時の記録分析に基づいて─

安藤　佳珠子＊，＊＊，安倉　晃平＊＊＊，申　佳弥＊＊＊＊，＊＊＊＊＊

　本稿は，A市地域若者サポートステーションが開設された２００６年１０月から２０１０年６月までに受理し
た相談のインテーク時記録から得られたデータを分析したものである。そのデータをもとに，サポー
トステーションの職員と共同で，ひきこもり群を判断した。ここでは，全体４９５件とひきこもり群１２２
件の相違を検討している。１点目に，インテーク時に，本人が相談に訪れる割合は，ひきこもり群で
は全体に比べ２割程度低い。さらに，女性の方がインテーク時に本人が相談に訪れる割合が高い。ひ
きこもり群の方が３０歳未満においてサポートステーションで事例化する割合が若干高い。また，女性
は，３０歳未満で相談に訪れる割合が６５％以上を超え，ひきこもり群では７０％を超える。２点目に，性
別は両者とも男女比が約７：３であり，ひきこもり群の方が男性の割合が若干高い。３点目に，学歴
に関して，ひきこもり群の方が低い学歴をもつ割合が高く，さらにひきこもり群男性はより低い学歴
をもつ割合が高い。また，年齢が上がるにつれて大学・短期大学の学歴をもつ者の割合は高くなる。
より若年層で，中退経験者の割合が高くなり，３５歳以上では大学・短期大学卒業の学歴を有する者の
割合が低くなる。
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　現在，若者支援において，困難をもつ若者の

可視化が課題となっている。仕事を転々とする

若者や，就労や就学をしていない若者の把握は

困難を極めており，子ども・若者育成推進法に

おいても，協議会方式が採られ，困難をもつ子

ども・若者を地域で可視化できる体制が目指さ

れている。サポステは就労支援を目的に始まっ

たが，実情はさまざまな困難をもつ若者の相談

が集まる場となり，可視化という問題に対して

有効な機能を果たしているといえる。

　ひきこもり支援においても当然，可視化は重

要な問題となっている。その際に，必要となっ

てくるのが地域連携である。地域連携は困難を

もつ若者を見張るという可視化ではなく，地域

のなかで若者が育つ姿を可視化する役割をもつ

ものである。若者が育つためには，一人ひとり

に合ったさまざまな支援のしかけづくりが個・

集団・地域のすべてレベルにおいて展開される

必要がある。そのため，若者のニーズをとら

え，若者の置かれている状況の把握が重要とな

る。

　これまでのサポステに関する調査では，利用

者の約半数くらいがひきこもり経験をもつこと

が明らかになっている（宮本，２００３）。そのた

め，サポステにおいて，ひきこもりの若者への

支援はひとつの核となっている。しかし，これ

までの調査では，サポステを利用する若者全体

の把握であったため，ひきこもり経験のある若

者の属性に関したサポステ内の調査研究がおこ

なわれてきていない。ひきこもりの若者の属性

を検討することによって，地域の若者支援がい

かなるしかけを必要とするのかを明らかにする

土台となる。本稿では，サポステを利用する若

者のうち，ひきこもりの若者には何らかの特徴

があるのかどうか，さらに特徴があるのであれ
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ばいかなるものであるのかを検討する。

　本稿ではまず，サポステが開設されてから，

インテーク面接（初期面接）をおこなった４９５

件の概要について説明し，次に，ひきこもり事

例と判断した１２２件を分析する。さらに，イン

テーク時に相談者から聞き取ったサポステに相

談に訪れるまでの経緯から，ひきこもり事例を

ひきこもり初期要因２）に分類し，それに基づき

検討を加える。

　本稿におけるひきこもり初期要因とは，その

若者の人生においてひきこもりとなった要因を

指す。サポステでは，ひとりひとりの背景に応

じた支援が展開される必要が指摘されており

（佐藤，２０１０），なかでもひきこもり支援におい

ては，ひとりひとりの発達史に基づくアセスメ

ントの構築が急務とされている（山本，２００９）。

本稿でおこなうひきこもり初期要因の分類は，

アセスメント構築のてがかりとなるものとして

位置づけている。

第１章　A市サポステの支援概況

　インテーク（初回相談）時の際に記入しても

らう本人の属性に関するデータを「本人の性

別」「年齢」「学歴」「職業経験」で分析する。イ

ンテーク時の相談者は，若者本人だけではな

く，家族や家族以外も含まれる。しかし，記載

の内容は若者本人に関するデータである。イン

テーク時の相談者（図１）は，男女ともに，本

人が男性２０１件，女性１１３件と一番多く，本人の

相談件数が６割を超える。次いで，家族のみで

は男性１３０件，女性２７件である。



１‐１　A市サポステの相談概況

　２００６年１０月の開所以降，２０１０年３月現在まで

の相談者の延べ人数は図２の通りである。延べ

利用者は，７,３６２件である。２０１０年３月までに

５３４人が利用登録を行っており，登録者のなか

で就職が決定した者は１５５人であり，登録者に

占める割合は２９.０％となる。なお，２０１０年４月

から６月末日までは８０３件の利用がある。この

利用者の伸びをみると，若者やその保護者がサ

ポステを，社会参加にとって重要な支援機関と

して見ていることがわかる。
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１‐２　相談内容の推移

　相談内訳の推移（図３）では，専門相談を必

要としている利用者の増加をみる。これは，若

者が人生を決定する上で必要な心理的な支えや

相談の増加としても考えられる。

１‐３　本人の性別

　４９５件のうち，本人の性別（図４）は，男性

３４９人，女性１４６人で，７：３の割合である。

２００７年に厚生労働省が行った「ニートの状態に

ある若年者の実態及び支援策に関する調査研究

報告書」３）（以下，ニート報告書）では，男性

７７.３％，女性２２.７％であり，今回の調査と同様

の割合となった。

図１　インテーク時相談者内訳
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図２　A市サポステ利用状況
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図３　相談内訳の推移
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図４　本人の性別
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１‐４　本人の年齢分布と性別

　本人の年齢分布（図５）をみると，２５-２９歳が

３４.３％，３０-３４歳が３０.３％，３５歳以上が１８％，２４

歳以下が１６.６％である。男女別にみると，男性

が多い順に，３０-３５歳までの者が３３％，２５-２９歳

までの者が２９.２％，３５歳以上の者が２１.５％，２４

歳以下の者が１５.２％となっている。女性は多い

順に，２５-２９歳までの者が４６.６％，３０-３４歳まで

の者が２４％，２４歳以下の者が１９.９％，３５歳以上

の者が２１.５％となっている。男性は３０-３４歳ま

での者の層を頂点とするが，女性では２５-２９歳

までの者の層を頂点とする。女性の６６.５％は３０

歳未満であり，男性では４４.４％である。３０歳未

満で相談に訪れる割合は女性の方が高い。ニー

ト報告書では，２４歳以下が３５.５％，２５-２９歳が

３３.７％，３０-３４歳が２４.３％，３５歳以上が６.６％であ

る。ニート報告書では，若年層が多く，年齢が

あがる毎に対象者は減少している。今回の調査

では，ニート報告書に比べ年齢層が高い者が多

い。その背景に，ニート報告書では不登校経験

者が３７.１％であるが，今回の調査では，高校卒

業後に就労し早期に退職した若者の相談もあ

り，年齢層が高くなったと考えられる。

　男性の平均年齢は３０.１歳であり，最年長は４６

歳，最少年齢は１７歳である。女性は，平均年齢

２８.４歳であり，最年長４２歳，最年少１６歳である。
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対象者年齢は，A市サポステのこれまでの対象

年齢である高校卒から３５歳くらいまでが網羅さ

れる結果となる。２００９年から対象年齢が３９歳ま

でに引き上げられ，２０１０年度からは，高校在学

中の者へのサポートが始まったことから，対象

者の年齢は変わるものと予想される。

１‐５　本人の学歴と性別

　学歴を「中学卒業」「高等学校卒業」「専門学

校卒業」「大学・短期大学卒業」，さらに在学中

の者は「在学中」で分類をした。図６より，大

学・短期大学卒業が４２.８％，高等学校卒業が

２９.３％，専門学校卒業が９.３％，中学卒業が

８.７％，在学中が５.３％である。

　ここから，高校以上の学歴を有する者が相談

者の７割を占め，高校時代から自己の人生と社

会との関わりを学ぶ取り組みを意図的に教育の

なかに組み入れることが必要であることが推察

できる。

　男女別にみると，中学卒業は，男性にやや多

く（男性：９.５％，女性：６.８％），高校卒業は，

女性がやや多い（男性：２８.７％，女性３０.８％）。

専門学校卒業は，男性が１０.９％，女性が５.５％で

あり，専門学校卒業の割合が男性の方が２倍弱

の高い割合を示す。大学卒業は男性が４２.４％，

女性が４３.８％であり，ほぼ等しい。割合は高く

図６　本人の学歴と性別
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図５　本人の年齢分布と性別
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はないが，専門学校を卒業後に社会にどう参加

するか悩む男性の姿がここに現れているのでは

なかろうか。

１‐６　本人の学歴と年齢

　本人の学歴と年齢の関係（図７）では，２４歳

以下で，中学卒業と高等学校卒業までの学歴を

有する割合が５７.３％である。２５-２９歳，３０-３４歳

では，大学・短期大学卒業が，それぞれ４８.８％，

５１.３％であり，高等学校卒業までの学歴を有す

る割合は低くなり，大学・短期大学卒業が占め

る割合が最も高い。しかし，３５歳以上では，

２５-３４歳と比較すると，大学・短期大学卒業が

３９.３％と低くなり，高等学校卒業の割合が

３４.８％で高くなる。

１‐６‐１　本人の学歴と年齢─中退─

　さらに，学歴を中学校，高等学校，専門学校，

大学・短期大学，大学院，それぞれに対して，

「中退」「在学」で分類を行った。中退（図８）

では，２４歳以下は，大学・短期大学卒業１０人

（４１.６％），高等学校９人（３７.５％）である。２５-
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２９歳では，大学・短期大学１３人（４４.８％），高等

学校１０人（３４.４％）である。３０-３４歳では，大

学・短期大学１４人（６０.８％），高等学校４人

（１７.３％）である。３５歳以上では，大学・短期大

学５人（４１.６％），高等学校４人（３３.３％）であ

る。２９歳以下までの割合が６０％を占め，直近で

通っていた学校を中退した者の割合はより若年

層で高い。

　内閣府の調査である「若者の意識に関する調

査（高等学校中途退学者の意識に関する調

査）」４）において，宮本みちこ（２０１１）は，中退

者支援に関して３つの支援策を提起している。

第１に，教育・労働市場・社会政策が人生の好

調なスタートに焦点当てることがあげられ，第

２に，いわばハイリスクの若者を対象とした効

果的政策の策定であり，第３が，広汎な若者の

キャリア支援策の確立があげれられる。本調査

においても，より若年層で中退の経験をもつ者

が多いことが指摘できる。宮本の指摘をもと

に，今後A市における中退者支援への政策・実

践課題を早急に検討する必要がある。

図７　本人の学歴と年齢
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図８　本人の学歴と年齢─中退─
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１‐６‐２　本人の学歴と年齢─在学中─

　在学中（図９）では，２４歳以下は高等学校が

最も多く８人（５７.１％），２５-２９歳は大学・短期

大学が６人（６０％），３０-３４歳は専門学校の１人

のみ，３５歳以上は大学院が３人（６０％）である。

在学中では，２９歳以下が８３％を占める。

１‐７　本人の職業経験の有無と年齢，性別

　職業経験はアルバイトも含み，短期間のアル

バイト経験も職業経験「あり」としている。職

業経験「あり」が３８４件，「なし」が８５件，「不

明」が２６件であり，７７.６％が就業を経験してい

る。男性は，職業経験「あり」が２６６人，「なし」

が６４人，「不明」が１９人であり，女性では，就業

経験「あり」が１１８人，「なし」２１人，「不明」が

７人であった。図１０より，「あり」は，２４歳以下

では，男性６４.２％，女性７５.９％，合計６８.３％，２５-

２９歳では男性７５.７％，女性７７.９％，合計７６.５％，

３０-３４歳では男性８０％，女性８５.７％，合計８１.３％，

３５歳以上では男性８２.７％，女性９２.９％，合計

８４.３％である。全年齢層で女性の方が若干であ

るが，就業経験をもつ者の割合が高い。さら

に，年齢が上がるにつれて，職業経験を有する
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割合が高くなる。

第２章　ひきこもり群調査分析

　ここでは，４９５件のうち，ひきこもり事例と

判断された１２２件に関して，「インテーク時の相

談者」「本人の性別」「年齢」「学歴」「職業経験」

「精神科通院歴」で分析する。

２‐１　ひきこもり群の判断方法

　ひきこもり群は，当初，インテーク時の記録

のみから，ひきこもり事例と考えられる記述が

あった事例を１１０件と推定した。しかし，その

後，A市サポステの職員との共同検討におい

て，全登録者４９５件のうち，ひきこもり事例と

判断できる事例を１２２件と訂正した。なお，こ

こでひきこもり群と判断するのは，現在，自宅

及び自室にひきこもっている者（ひきこもる若

者）とひきこもりから一歩社会に向かって歩み

始めた者（ひきこもり経験者）が含まれてい

る。なお，ひきこもり事例と判断した根拠は，

次の通りである。

①６か月以上，自宅自室に閉じこもっている。

図９　本人の年齢と学歴─在学─
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ただし，他者と交わらない外出は，この閉じこ

もりと考える。

②統合失調症を中心とする精神障害が要因とな

るひきこもりを除く。

③統合失調症の前駆症状と思われる症状がある

が，まだ診断を受けていない場合は除外しな

い。

２‐２　インテーク時の相談者

　インテーク時の相談者（図１１）は，本人から

の相談が５７件，家族からの相談は７２件である。

インテーク時に，本人が相談に訪れる割合は

４６.７％（５７件）で，家族のみが相談に訪れる割

合は５２.５％（６４件）である。全体では，インテ

ーク時に，本人が訪れる割合は６７.８％で，家族

のみが相談に訪れる割合は３１.７％である。本人

が相談に訪れる比率は，他の支援機関と比較検

討しなければならないが本調査では約半数とな

り高率であると言えよう。

　一般的に，ひきこもり群では，本人が相談に

訪れることが困難であることが指摘でき，本人

へのアプローチのひとつとしてアウトリーチが

必要となる。しかし，このアウトリーチは，各
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支援機関の特徴を十分に踏まえ行うべきであ

る。調査対象となったA市若者サポートステー

ションでは，むしろ本人が来所する動機を育て

る取り組みを行うことで，こうした本人来所の

高率となっているのではなかろうか。

２‐３　ひきこもり群の性別

　ひきこもり群と判断された１２２件の性別（図

１２）は，男 性 が９０人（７３.８％），女 性 は３２人

（２６.２％）であった。サポステ全体では男性

（７０.５％），女性が（２９.５％）であり，全体の方が

女性の割合が若干多い。

２‐４　ひきこもり群の年齢分布と性別

　ひきこもり群の年齢分布（図１３）であるが，

最年少者が男性で１７歳，最年長者が男性で４１歳

である。全体の年齢分布で，もっとも多かった

のが２５歳から２９歳が４１人（男性２５人，女性１６

人）で，次に多かったのが３０歳から３４歳が３１人

（男性２７人，女性４人）となっている。次いで

１９歳から２４歳が２５人（男性１８人と女性７人）で

あった。男女別にみると，男性で最も多いのが

３０歳-３４歳で２７人である。次に多かったのは２５-

２９歳が２５人，次いで１９-２４歳が１８人である。女

性で最も多かったのが２５歳-２９歳で１６人である。

次に１９歳-２４歳が７人，次いで３５歳-３９歳が５人

図１２　ひきこもり群の性別
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である。男性の平均年齢は２８.７歳であり，最年

長は４１歳，最少年齢は１７歳である。女性は，平

均年齢２８.１歳であり，最年長３７歳，最年少１８歳

である。

　２９歳までをみると，全体男性は４４.９％，全体

女性は６６.４％，ひきこもり群男性は５０.６％，ひ

きこもり群女性は７２％であり，ひきこもり群の

ほうがより若年でサポステに事例化する。ひき

こもり群女性のうち，３５歳以上の割合が低くな

っているが，そもそも件数が少ないのか，事例

化しにくい状況があるのかの検討が必要であ

る。

２‐５　ひきこもり群の学歴と性別

　学歴を「中学卒業」「高等学校卒業」「専門学

校卒業」「大学・短期大学卒業」，さらに在学中

の者は「在学中」で分類した。図１４より，大

学・短期大学卒業が３４％，高等学校卒業が

３３.４％，専門学校卒業が９％，中学卒業が

１２.３％，在学中が８.２％である。男女別にみる

と，中学卒業は，男性が１４.４％，女性が６.３％で，

男性の方が中学卒業の割合が２倍以上高い。高

校卒業は，男性３３.３％，女性３４.４％でほぼ等し

い。専門学校卒業は，男性が１０％，女性が６.３％

であり，専門学校卒業の割合は男性の方が高い

割合を示す。大学卒業は男性が３２.２％，女性が
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４０.６％であり，女性の方が高い。

　中学卒業，高等学校卒業，専門学校卒業の合

計の割合は，全体男性４９.１％，全体女性４３.１％，

ひきこもり群男性５７.７％，ひきこもり群女性

４７％であり，ひきこもり群がより低い学歴であ

り，なかでもひきこもり群男性の学歴が低い。

２‐６　ひきこもり群の学歴と年齢

　高等学校卒業までの学歴を有する割合（図

１５）は２４歳以下では，５５.５％であり，半数以上

が早期に教育期間を終えた者である。２５-２９歳，

３０-３４歳，３５歳以上では，大学・短期大学卒業

が，それぞれ３９％，４５.２％であり，高等学校卒

業までの学歴を有する割合は低くなり，大学・

図１３　ひきこもり群の年齢分布と性別
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短期大学卒業が占める割合が最も高い。しか

し，３５歳以上では，大学・短期大学卒業と高等

学校卒業の学歴を有する者の割合が３６.４％で同

等となる。

　全体，ひきこもり群ともに，２４歳以下では，

中学・高等学校卒業の学歴を有する者の割合が

ほとんど同じであるが，若干，全体の方が中

学・高等学校卒業の学歴を有する者の割合が高

く，両者ともに半数以上が早期に教育期間を終

えた者である。さらに両者ともに，２５-２９歳，

３０-３４歳の層では，大学・短期大学卒業の学歴

を有する者の割合が増加し，３５歳以上の層では

大学・短期大学卒業の学歴を有する者の割合が

減少するが，どの層でもひきこもり群の方が，

大学・短期大学卒業の学歴を有する者の割合が

低い。

２‐６‐１　ひきこもり群の学歴と年齢─中退─

　さらに，学歴を中学校，高等学校，専門学校，

大学・短期大学，大学院，それぞれに対して，

「中退」「在学」で分類を行った。中退（図１６）

では，２４歳未満では高等学校が４人，専門学校

が１人，大学または短期大学が４人となってい
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る。２５-２９歳では高等学校が２人，専門学校が

３人，大学または短期大学が５人となってい

る。３０-３４歳では高等学校が２人，専門学校が

１人，大学または短期大学が２人となってい

る。また，３５歳以上に関しては高等学校，専門

学校，大学または短期大学がそれぞれ１人ずつ

となっている。

２‐６‐２　ひきこもり群の学歴と年齢 

─在学中─

　在学中（図１７）では，２４歳以下が高等学校４

人，専門学校１人，大学・短期大学１人であ

る。２５-２９歳では大学・短期大学３人のみであ

る。３５歳以上では大学・短期大学１人，大学院

１人である。２４歳以下が６割を占めており，よ

り若年層で在学中の者が多い。

２‐７　ひきこもり群の職業経験の有無と年齢，

性別

　職業経験（図１８）は，「あり」が８７件，「なし」

が３０件，「不明」が５件であり，７１.３％が就業を

経験している。男性は職業経験「あり」が６４

人，「なし」が２１人，「不明」が５人である。女図１６　ひきこもり群の学歴と年齢─中退─

0

2

4

6

8

10

24

25
-2
9

30
-3
4

35

N=27

図１７　ひきこもり群の学歴と年齢─在学─

0

1

2

3

4

5

6

24

25
-2
9

30
-3
4

35

N=11



性は職業経験「あり」が２３人，「なし」が８人，

不明が１人である。「あり」は，２４歳以下では，

男性５０％，女性５７.１％，２５-２９歳では男性８０％，

女性７５％，３０-３４歳では男性７４.１％，女性５０％，

３５歳以上では男性８２.４％，女性１００％である。

年齢が上がるにつれて，職業経験が「あり」割

合が高くなるが，３０-３４歳の層では男女ともに

「あり」の割合が下がる。

　２５-２９歳男性，３５歳以上男性・女性の層で，

ひきこもり群の方が，就労経験ありの割合が高

い。これは就労の形態や期間等を考慮しなかっ

たことが背景に考えられる。全体，ひきこもり

群ともに，何らかの就労に短期間であっても就

いたことがある者が７割以上を示すが，就労が

定着せずにいる理由が全体とひきこもり群で異

なるのか，それとも個々人によって異なるのか

は，その人の人生において，就労がどのように

経験されているかに対する聞き取りによって検

討していく必要がある。

２‐８　ひきこもり群の精神科通院歴の有無

　精神科通院歴（図１９）に関して，通院歴が

「なし」の者は，全体では３８５人（７８％），ひきこ
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もり群では８３人（６８％），「あり」が全体では１１０

人（２２％），ひきこもり群では３９人（３２％）であ

る。精神科通院歴のある者はひきこもり群で

１０％多い。この結果は，なんらかの精神科受診

の必要性がある者が少ないのではなく，ひきこ

もり故に，自宅から精神科クリニックに受診す

ることが困難である為に生じているものである

と捉えるべきだ。

第３章　ひきこもり初期要因分類

　インテーク時には，第１・２章で扱った本人

の基本属性以外に，A市サポステに相談に訪れ

るまでの経緯を，相談者から聞き取っている。

ここでは，その聞き取りの記録に基づいて，ひ

きこもりの初期要因として大きく８つに分類

し，その要因に基づいた分析を行う。それぞれ

「不登校起因型」「適応障害起因型」「バーンア

ウト起因型」「内科疾患起因型」「社交不安・対

人恐怖起因型」「発達障害」「精神疾患」「その

他」の８つである。

３‐１　ひきこもり初期要因分類

　図２０にみるように，最も多い割合を占めたの

が適応障害起因型４１人であった。次いで，その

他が２９人（うち５人知的障害及び知的障害の疑

図１８　ひきこもり群の職業経験と年齢，性別
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い），社交不安・対人恐怖起因型２５人，不登校

起因型４人であった。合計は１４０となるが，事

例件数は１２２件で，これは重複があるためであ

る。

３‐２　ひきこもり初期要因小分類に関する検討

　先に使用した８つのひきこもり初期要因分類

をさらに詳しく分析していくため，小分類を作

成した。小分類の詳細は以下の通りである。１

「不登校起因型」のうち，１A「学習障害，学力

不振」，１ B「いじめ被害」，１ C「強迫的登校」，

１ D「心身症」，１ E「無気力あるいは怠学や非

行」，１ F「その他」，２「適応障害起因型」のう

ち，２ A「疾患によるもの」，２ B「欠陥や人格

障害によるもの」，２ C「状況によるもの」，２ D

「その他」，３「バーンアウト起因型」，４「内科

疾患型」，５「社交不安・対人恐怖起因型」のう

ち，５ A「空間，人，場面等に関する不安や恐怖

体験がある」，５ B「過剰適応，アレキシサイミ

ア：失感情症を認める」，５ C「身体症状，失体

感症」，５ D「他人に悪い評価を受けることを避
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ける状況が日常的になる」，５ E「人目を浴びる

状況への不安を苦痛に感じたり，そのことで身

体症状が現れたりするため，そうした場面を避

けることが日常的になる」，６「発達障害」，７

「精神疾患」，８「その他」のうち，８ A「知的障

害及びその疑い」である。以下，１「不登校起

因型」，２「適応障害起因型」，５「社交不安・

社会不安起因型」についてそれぞれ小分類を考

察する。

３‐３　不登校起因型の小分類の検討

　１ A「学習障害，学力不振」が５件，１ B「い

じめ被害」が５件，１ C「強迫的登校」が１件，

１ D「心身症」が４件，１ E「無気力あるいは怠

学や非行」が１件，１ F「その他」が８件であ

る。

３‐３‐１　学習障害・学力不振

　学習面での困難さをもち，不登校を経験した

若者の事例（表１）は，年齢，学歴，職歴とも

に，ひとりひとり異なる。学習面での困難さを

もつ事例であるため，１ A-３を除くと学歴は高

校卒業以下である。

３‐３‐２　いじめ被害

　学校でのいじめと不登校を経験した若者の事

例（表２）は，年齢は比較的低い者が多く，他

表１　１Aの内訳

重複職歴学歴年齢性No

４無高校卒１９-２４歳男１A-１

有中学卒２５-２９歳男１A-２

無大学・短大卒２５-２９歳男１A-３

無高校中退３０-３４歳男１A-４

２B有専門中退３５-３９歳女１A-５
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図２０　ひきこもり初期要因分類



の小分類との重複が多い。１ B-２にみるのは，

いじめ被害によって，社交不安・対人恐怖や適

応障害が生じている可能性である。

３‐３‐３　強迫的登校

　表３は，何らかの理由で，学校に強迫的に行

かざるを得ない状況を経験し，その後不登校と

なった事例を示す。学齢期以降の若者の中心的

な参加の場である学校が，強迫的に登校しなけ

ればならない場となり，不登校になっていく

と，参加の場は強制的なものとして体験され

る。そのため，１ C-１にみるのは，学校を卒業

しても，学校の外に参加の場を見つけだすこと

の困難さである。

３‐３‐４　心身症

　心身症をもち，不登校を経験したことのある

若者の事例（表４）も，年齢，学歴，職歴とも

に，ひとりひとり異なる。１ D-２の事例では，

５ Aとの重複があり，人や場面等に対しての不

安や恐怖が強く，身体的な症状があらわれ，学

校生活が困難となっていったと考えられる。
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３‐３‐５　無気力あるいは怠学や非行

　表５は無気力あるいは怠学や非行，そして不

登校を経験した事例を示す。１ E-１にみるの

は，学校生活や学習への主体性の育ちと，学校

を終えてからの社会参加への主体性は何らかの

関わりをもつことである。

３‐３‐６　その他

　表６は，１ A～１ Eには該当しないが，不登

校の経験をもつ若者の内訳である。年齢，職業

経験の有無はひとりひとり異なるが，１ F-３を

除くと，すべての事例で学歴は高等学校卒業と

なる。また，１ F-３は，１９-２４歳で大学・短期

表５　１Eの内訳

重複職歴学歴年齢性No

無高校卒２５-２９歳男１E-１

表４　１Dの内訳

重複職歴学歴年齢性No

８有専門在学１９-２４歳男１D-１

５A有専門卒１９-２４歳女１D-２

不明不明２５-２９歳女１D-３

無高校卒３５-３９歳男１D-４

表２　１Bの内訳

重複職歴学歴年齢性No

２B無中学卒１９歳未満男１B-１

５A有高校在学１９歳未満男１B-２

８無高校中退１９-２４歳男１B-３

２C無高校卒１９-２４歳女１B-４

無高校卒３０-３４歳男１B-５

表３　１Cの内訳

重複職歴学歴年齢性No

無高校卒２５-２９歳男１C-１
表６　１Fの内訳

重複職歴学歴年齢性No

８有高校卒１９-２４歳女１F-１

２B無専門卒１９-２４歳男１F-２

有大学・短大中退１９-２４歳男１F-３

無高校中退２５-２９歳女１F-４

有高校卒２５-２９歳男１F-５

無中学卒３０-３４歳男１F-６

２C無高校中退３０-３４歳男１F-７

２C有高校中退３５-３９歳男１F-８



大学に入学するも中退し，就労経験もあること

から，さまざまな場へチャレンジするも，着地

点を見出すことが困難な状況にあるといえる。

さらに，社交不安・対人恐怖起因が重複する事

例が３件ある。

３‐４　適応障害起因型の小分類の検討

　２ A「疾患によるもの」が８件，２ B「欠陥や

人格障害によるもの」が１８件，２ C「状況によ

るもの」が１４件，２ D「その他」が１件である。

３‐４‐１　疾患によるもの

　何らかの疾患を患い，適応困難となり，ひき

こもった経験をもつ若者の事例（表７）は，全

員が就労経験をもち，高等学校卒業以上の学歴

を有し，半数以上が大学・短期大学へ進学して

いる。なかには，疾患が外見に表れる事例があ

り，自己の外見を受け止めることが困難とな

り，ひきこもっていく事例もある。

３‐４‐２　性格的課題や人格障害によるもの

　性格的課題や人格障害が前傾し，適応困難と

なり，ひきこもった経験をもつ若者の事例（表

８）は，他の小分類に比べると，女性の割合が

高い。学歴，年齢はひとりひとり異なるが，半
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数以上が大学・短期大学に進学している。

３‐４‐３　状況によるもの

　生活をとりまく諸状況から適応困難となり，

ひきこもった経験をもつ若者の事例（表９）で

は，大学・短期大学への進学は４件（２８％）で，

３０歳以上の者は１０件（７１％）であり，適応障害

起因型の他の小分類と比べ，大学に進学する者

が少なく，年齢層も高いことが特徴といえる。

この状況には，ネグレクトなどの親の養育態度

や，親の障害，疾病などがあげられる。こうし

た幼少期の育ちが，青年後期に至っても影響を

与え，ひきこもりという生きづらさとしてあら

われると考えられる。

表８　２Bの内訳

重複職歴学歴年齢性No

１B無中学卒１９歳未満男２B-１

有高校卒１９-２４歳男２B-２

有専門中退１９-２４歳男２B-３

１F無専門卒１９-２４歳男２B-４

有大学・短大中退１９-２４歳男２B-５

５A８A無大学・短大卒１９-２４歳男２B-６

有大学・短大卒１９-２４歳女２B-７

８有中学卒２５-２９歳女２B-８

有高校卒２５-２９歳女２B-９

有大学・短大在学２５-２９歳男２B-１０

有大学・短大在学２５-２９歳女２B-１１

有大学・短大卒２５-２９歳女２B-１２

有大学・短大卒２５-２９歳女２B-１３

不明大学・短大中退３０-３４歳男２B-１４

有大学・短大卒３０-３４歳男２B-１５

１A有専門中退３５-３９歳女２B-１６

有大学・短大卒３５-３９歳男２B-１７

８A有不明３５-３９歳女２B-１８表７　２Aの内訳

重複職歴学歴年齢性No

５A５D有大学・短大卒２５-２９歳男２A-１

有大学・短大卒２５-２９歳男２A-２

有大学・短大卒２５-２９歳女２A-３

有専門卒３０-３４歳男２A-４

有大学・短大卒３０-３４歳男２A-５

有高校卒３５-３９歳男２A-６

有専門卒３５-３９歳男２A-７

８有大学院不明３５-３９歳男２A-８



３‐４‐４　その他

　表１０は，２ A～２ Cには該当しないが，適応

困難を示し，ひきこもった経験のある若者の事

例を示す。２ D-１は，大学・短期大学を卒業

するも，これまでに就労経験をしたことがな

い。

３‐５　社交不安・対人恐怖起因型の小分類の

検討

　５ A「空間，人，場面等に関する不安や恐怖

体験がある」が１７件，５ B「過剰適応，アレキシ

サイミア：失感情症を認める」が１件，５ C

「身体症状，失体感症」が２件，５ D「他人に悪

い評価を受けることを避ける状況が日常的にな

る」が５件，５ E「人目を浴びる状況への不安
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を苦痛に感じたり，そのことで身体症状が現れ

たりするため，そうした場面を避けることが日

常的になる」が１件である。

３‐５‐１　空間，人，場面等に関する不安や恐

怖体験がある

　空間，人，場所等に対して不安や恐怖体験が

あり，ひきこもった経験をもつ若者の事例（表

１１）では２/３以上のものが，大学に進学して

おり，就労経験もある。さらに，２５歳以上が

７０％以上を占める。

３‐５‐２　過剰適応，アレキシサイミア：失感

情症を認める

　表１２は，過剰適応，失感情症を伴った社交不

表１１　５Aの内訳

重複職歴学歴年齢性No

１B有高校─在学１９歳未満男５A-１

不明高校─卒１９-２４歳男５A-２

１D有専門─卒１９-２４歳女５A-３

無大学・短大中退１９-２４歳女５A-４

２B８A無大学・短大卒１９-２４歳男５A-５

有専門─中退２５-２９歳男５A-６

有大学・短大中退２５-２９歳女５A-７

２A５D有大学・短大卒２５-２９歳男５A-８

有大学・短大卒２５-２９歳男５A-９

有大学・短大卒２５-２９歳女５A-１０

有大学・短大卒２５-２９歳男５A-１１

無大学院卒２５-２９歳女５A-１２

有高校卒３０-３４歳男５A-１３

有大学・短大卒３０-３４歳男５A-１４

有大学・短大卒３０-３４歳男５A-１５

無大学・短大卒３０-３４歳女５A-１６

有高校卒３５-３９歳男５A-１７

有高校卒３５-３９歳女５A-１８

表９　２Cの内訳

重複職歴学歴年齢性No

有高校在学１９-２４歳男２C-１

有高校中退１９-２４歳男２C-２

１B無高校卒１９-２４歳女２C-３

有専門卒２５-２９歳男２C-４

１F無高校中退３０-３４歳男２C-５

有高校卒３０-３４歳男２C-６

有高校卒３０-３４歳男２C-７

有大学・短大卒３０-３４歳男２C-８

有大学院卒３０-３４歳男２C-９

１F有高校中退３５-３９歳男２C-１０

有高校卒３５-３９歳男２C-１１

有高校卒３５-３９歳男２C-１２

有大学・短大卒３５-３９歳男２C-１３

有大学・短大中退４０歳以上男２C-１４

表１０　２Dの内訳

重複職歴学歴年齢性No

無大学・短大卒３０-３４歳女２D-１



安や対人恐怖がみられ，ひきこもった経験をも

つ若者の事例を示す。５ B-１にみるのは，大

学・短期大学を卒業し，就労経験もあるが，そ

れが過剰適応や失感情症と向き合いながらの過

程であった状況である。

３‐５‐３　身体症状，失体感症

　表１３は，身体症状や失体感症を伴った社交不

安・対人恐怖がみられ，ひきこもった経験をも

つ若者の事例を示す。５ D-１にみるのは，サ

ポステが精神科治療との連携を必要性である。

この事例は，思春期青年期以前から身体症状を

伴う社交不安や対人恐怖をもち，さらに精神疾

患をもつ。精神疾患のある若者に対して，サポ

ステが精神科治療との連携のなかでいかなる支

援が可能であるかを検討する必要がある。

３‐５‐４　他人に悪い評価を受けることを避け

る状況が日常的になる

　他人からの悪い評価を受けることを避ける状

況が日常的になり，ひきこもった経験をもつ若

者の事例（表１４）では，全員が男性であり，

５D-３を除きと他はすべて大学・短期大学を

卒業しているが，就労経験はそれぞれによって

異なる。
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３‐５‐５　人目を浴びる状況への不安を苦痛に

感じたり，そのことで身体症状が現

れたりするため，そうした場面を避

けることが日常的になる。

　表１５は，人目を浴びる状況への不安を苦痛に

感じたり，そのことで身体症状が現れるため，

そうした場面を避けることが日常的になり，ひ

きこもっていった若者の事例である。５ E-１

は，大学・短期大学を卒業し，就労経験もある

が，そうした過程の中でも，人目を浴びる状況

に対して，長年恐怖や不安をもち，それが身体

症状に至るまでの生きづらさをもっていたと考

えられる。

第４章　考察とまとめ

　本調査から，A市サポステが，若者相談の場

として十分に機能していることが明らかとなっ

た。相談件数の増加，専門相談の増加，さらに

本人の年齢の上昇がみられ，この背景には，若

者支援のニーズの高まりとともに，そのニーズ

の多様化が指摘できる。ここでは，A市サポス

テがインテーク面接をおこなった全体４９５件と，

表１２　５Bの内訳

重複職歴学歴年齢性No

有大学・短大卒２５-２９歳男５B-１

表１４　５Dの内訳

重複職歴学歴年齢性No

無大学・短大卒２５-２９歳男５D-１

２A５A有大学・短大卒２５-２９歳男５D-２

有専門中退３０-３４歳男５D-３

不明大学・短大卒３０-３４歳男５D-４

有大学・短大卒３０-３４歳男５D-５

表１３　５Cの内訳

重複職歴学歴年齢性No

７無高校在学１９-２４歳男５D-１

有大学・短大卒２５-２９歳男５D-２

表１５　５Eの内訳

重複職歴学歴年齢性No

有大学・短大卒３５-３９歳男５E-１



そのうちひきこもり群と判断した１２２件の相違

について考察する。

　１点目に，事例化する際の相談者の相違であ

る。インテーク時に，本人が相談に訪れる割合

は，全体が６７.８％のうち，ひきこもり群が

４６.７％である。さらに，本人相談から始まる事

例の性別による割合は，全体では男性６２.１％，

女性９３.１％，ひきこもり群では男性４３.３％，女

性５６.２％である。また，家族のみが相談に訪れ

る割合は，全体で３１.７％，ひきこもり群が

５２.５％である。ひきこもり群は全体に比べ，イ

ンテーク時に本人が相談に訪れる割合が低い。

　つまり，ひきこもり相談のインテーク時の相

談者は，家族や親族であることが多い。このた

め，当初は家族への支援が中心となるが，適切

な時期に，本人への何らかのアプローチを試み

なければならない。そのひとつにアウトリーチ

がある。アウトリーチは，若者のひきこもり初

期要因や現状を分析し，若者の育ちを重視し，

計画的に待つ発達実践としておこなうのか，そ

れとも目的を明確に定めた精神科リハビリテー

ションとしておこなうのかといった方法の検討

を行う必要があり，今後，本調査で行う質的調

査において検討を行う予定である。

　２点目に，性別による相違である。ひきこも

り群の方が男性の割合が高く，全体は男性

７０.５％，女性２９.５％に対して，ひきこもり群で

は，男性７３.８％，女性２６.２％であった。相談者

が全体，ひきこもり群ともに男性が多く，全国

調査とも共通することであり，ひきこもり群に

男性が多いことを証明しているといえる５）。

　さらに，ひきこもり群の方が，より若年層で

事例となる割合が高いが，そのうち，女性は，

３０未満で相談に訪れる割合６５％以上を超え，ひ

きこもり群では７０％を超える。２９歳以下の男性
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は，全体４４.４％，ひきこもり群５０％であり，３０

歳以上の男性は，全体５４.５％，ひきこもり群

４８.９％である。２９歳以下の女性は，全体で

６６.５％，ひきこもり群７１.９％であった。また，

ひきこもり群の女性３２人のうち，８件は２ B適

応障害起因型「性格的課題や人格障害によるも

の」が占める。

　女性の方がなぜ若年層で事例化する場合が多

く，男性の方が年齢が高くなってからの事例化

がみられるのか。ひきこもり群においては，男

性と女性でひきこもりの意味が異なるのではな

いだろうか。つまり，本人が直面している現実

が性別により異なる事実とその意味を明らかに

するべきである。

　３点目に，ひきこもり群の方が学歴が低いこ

とが指摘できる。学歴を「中学卒業」「高等学

校卒業」「専門学校卒業」「大学・短期大学卒

業」，さらに在学中の者は「在学中」で分類する

と，中学卒業，高等学校卒業の合計の割合は，

全体男性３８.２％，全体女性３７.６％，ひきこもり

群男性４７.７％，ひきこもり群女性４０.７％である。

大学卒業は，全体男性４２.４％，全体女性４３.８％，

ひきこもり群男性３２.２％，ひきこもり群女性

４０.６％である。ひきこもり群の方が低い学歴を

もつ割合が高く，さらにひきこもり群男性はよ

り低い学歴をもつ割合が高い。

　ひきこもり群がより低い学歴を有する背景と

して，不登校経験をもつ者が一定の割合存在す

ることが指摘できる。高等学校卒業以下の学歴

をもつ者の分布として，不登校起因型が占める

割合が高い。学歴が高等学校以下の者の分布

は，１ A「学習障害・学力不振」５件中４件，

２B「「いじめ被害」５件中４件，１C「強迫的

登校」１件中１件，１D「心身症」４件中２件，

１E「無気力あるいは怠学や非行」１件中１件，



１F「その他」８件中８件である。不登校を経

験した者にとって，大学・短期大学への進学が

大きな障壁となる。

　今回の調査のひとつの傾向として，若年者に

中退が増加する傾向をみる。学歴を中学校，高

等学校，専門学校，大学・短期大学，大学院，

それぞれに対して，「卒業」「中退」「在学」で分

類を行うと，「卒業」では，卒業の分布は，両者

とも類似しており，年齢が上がるにつれて，大

学・短期大学の卒業の分布が多くなるが，３５歳

以上では，大学・短期大学卒業が減少し，高等

学校卒業が増加する６）。「中退」では，２９歳以下

までの割合が６０％を占め，直近で通っていた学

校を中退した者の割合はより若年層で高い７）。

「在学中」では，２９歳以下の者が多いことから，

両者ともより若年層に在学者の割合が高いとい

える８）。

　より若年層で，中退経験者の割合が高くな

り，３５歳以上では大学・短期大学卒業の学歴を

有する者の割合が低くなる。２４歳以下，２５-３４

歳，３５歳以上で，学校との関係でもつ生きづら

さの諸相が異なることを指摘できる。宮本みち

子（２０１１）は，高校生の状況に合わせた支援体

制が準備なかでは，不安定な単純就労に身を置

くことになりかねないことが指摘しているが，

　本調査にみる若年層の中退者の多さは，こう

した層が今後増加する傾向を危惧する結果とな

った。

　さらに，学歴のもつ意味が全体とひきこもり

群では異なることが考えられる。上述にあるよ

うに，中退者の増加が危惧されるが，中退する

に至った背景が全体とひきこもり群とでは異な

ることが指摘できる。中退のひとつの背景とし

て，ひきこもり群の場合，不登校からの中退が

一定の割合存在する。いわば，強迫的な適応を
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自身に強い，燃え尽きたかのような者が多いと

考えることができるのではなかろうか。

　年齢によっても学歴のもつ意味が全体とひき

こもり群とでは異なることが考えられる。年齢

が上がるにつれて大学・短期大学の学歴をもつ

者の割合は高くなるが，全体とひきこもり群の

両者とも，３５歳以上になると，大学・短期大学

の学歴をもつ者の割合が低くなる。ひきこもり

群のうち，３５歳以上の者は２２名で，大学・短期

大学卒業の学歴をもたない者が１４名である。適

応障害起因型が半数の７ケースである（重複を

含む）。さらに，適応障害起因型のうち，２C

「状況によるもの」が４ケースある。これは，

ネグレクトなどの親の養育態度や，親の障害，

疾病などの生活をとりまく諸状況から適応困難

となり，ひきこもりに至った経験をもつ事例を

示す。

　３５歳以上で，大学・短期大学の学歴をもつ者

の割合が低くなる背景に，わが国の高学歴化が

進んだことが指摘できる。しかし，この４ケー

スからは，家庭の状況によって教育の機会が十

分に保障されなかった可能性が指摘できる。い

かなる家庭の状況があったのかについても，今

後の聞き取りにおいて明らかにするべき点であ

る。しかし，ひきこもりの要因を家族に帰する

のではなく，家族がどのような状況に追い込ま

れていたのかという視座から検討するべきであ

る。また，２５-３４歳の層では，大学・短期大学

を卒業する割合が高く，高等教育の卒業が，彼

らのもつ生きづらさに対して，十分に機能して

こなかった可能性が指摘できる。

おわりに─調査の限界と課題─

　今回，インテーク面接において聞き取った相



談に訪れるまでの経緯から，ひきこもり群の初

期要因分類を行った。これは，あくまでも「ひ

きこもりの意味」（「ひきこもりの意味」に関す

る質的分析は，我々の先進プロジェクトグルー

プ（研究代表者：山本耕平）で進めつつある）

に注目し，彼らがひきこもりとなった人生ので

きごとに注目して考察したものであり，カテゴ

リ化を目指したものではない。ここから明らか

になったことは，ひきこもり群をひとくくりに

とらえることの困難さである。ひきこもる若者

は，多様なニーズを持つため，それに対応でき

る多様さを持つ支援システムの確立が必要性で

ある。

　今後，青年期の主たる発達課題である労働が

いかなる形態のものとして発展していくべきで

あるのか，そしてその形態をいかに支援現場か

ら提案していけるのかを検討する必要がある。

そのために，ひきこもりの若者がこれまでに経

験してきた就労において，どのような状況であ

ったのか，そこでどのようなことを感じたの

か，そして既存の就労に対して現在どのような

考え方をもっているのか，について調査を行う

必要があろう。

　就労は若者の社会参加のひとつの形態であ

る。ただし，今日の社会への順応としての就労

の定着を議論することにどれだけの意味がある

のだろうか。例えば，韓国で展開されている新

たな働き方である社会的企業への若者達の参加

とわが国の若者達の就労観に関する調査は不可

欠な課題であろう。

　また，現在，若者支援ではサポステを中心

に，イギリスの若者支援の中核となっているコ

ネクションズ等をモデルに，早期からの社会教

育の取り組みを始めている。たとえば，２０１０年

度から始まった高校中退者等アウトリーチ事業
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と継続支援事業１０）である。これらの事業は中

退の防止や中退者の教育を受ける機会の拡大を

目指した取り組みである。こうした取り組みが

必要である背景として，学校から仕事へのスム

ーズな移行が困難であった若者が社会的弱者に

陥りやすく，さらにその可視化の困難性が指摘

されてきた（宮本，２００２）。この２つの取り組

みは，学校という若者の社会参加の一既存の場

から，若者がもつ社会参加の困難さを明らかに

する。さらに，地域連携が拡充されるなかで，

これらの取り組みは十分に機能するため，学校

の内外で社会教育の場を広げる可能性をもつも

のである。

　わが国の支援においても，総合的な若者支援

の必要性が提起され，子ども・若者育成支援法

の下で，様々な社会参加モデルが展開されつつ

ある。今後の若者支援において，困難をもつ若

者の可視化と，若者の社会参加の新たな形態の

構築が，地域連携なかで隔たりなく連動して展

開される必要がある。さらに，これらの支援実

践の根底には，若者が社会の主体として育つこ

とへの着眼が不可欠である。若者が主体として

育つなかで，彼らの困難さの可視化を行う必要

があり，彼らの育ちのなかで，新たな社会参加

の形態を模索しなければならない。そこで精神

保健福祉研究に求められるのが，彼らが主体と

して育ちことの困難さを可視化するためのアセ

スメントの作成である。本稿でおこなったひき

こもり群の初期要因分類も，支援現場との議論

のなかで今後精査しなければならないが，議論

の際の一共通言語を提起するものになったと考

える。

追記
　多忙のなか調査にあたってご協力およびご指導を



いただいたA市若者サポートステーションの職員の
みなさま，執筆指導をいただきました山本耕平先
生，斎藤真緒先生に御礼申し上げます。
　本調査は人を対象とする研究倫理審査である「立
命館大学における人を対象とする研究倫理審査委員
会」 の承認を受け実施した。

注
１） 地域若者サポートステーション事業は２００６年
度より，ニート等の若者の自立を支援するため
に始まり，各地域で若者支援に積極的に取り組
んでいるNPO法人などの民間団体を選定して
事業委託を行い，全国７７か所（２００８年度）にサ
ポートステーションを設置し，若者やその保護
者等に対して個別・継続的な相談，各種セミナ
ー，職業体験など，総合的な支援を行ってい
る。

２） ひきこもり初期要因とは，その人の人生にお
いてひきこもりとなった要因を指す。ここで
は，８つの要因に分けているが，山本は「発達
障害」「精神疾患」「その他」に関しては，初期
要因の背景要因として考えてきた．今回の調査
において，この背景要因から初期要因とした考
え整理することとした。ただし，精神疾患は，
いわゆる精神病因性ひきこもりとして考えるこ
とが必要である。

３） 若者自立塾や地域若者サポートステーション
を利用している若者を対象に，ニートの状態に
ある若者の実態を明らかにし，その自立支援策
のあり方を検討することを目的とした調査であ
る。

４） 内閣府「若者の意識に関する調査（高等学校
中途退学者の意識に関する調査）」２０１１

５） 内閣府が２０１０年に実施した「若者の意識に関
する調査（ひきこもりに関する実態調査）」で
は，ひきこもり群では男性６６.１％，女性３３.９％
であった。

６） 「卒業」では，全体に占めるひきこもり群の
人数は，２４歳以下は中学校で４人中１人，高等
学校で１７人中５人，専門学校で６人中２人，大
学・短期大学で６人中２人である。２５-２９歳で
は中学校で４人中２人，高等学校で２５人中７
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人，専門学校で１１人中２人，大学・短期大学で
７８人中１５人，大学院で３人中２人である．３０-
３４歳では中学校で３人中２人，高等学校で１６人
中１２人，専門学校で１９人中６人，大学・短期大
学で７４人中１３人である．３５歳以上では高等学校
で２２人中６人，専門学校で１０人中１人，大学・
短期大学で２９人中６人である。

７） 「中退」では，全体に占めるひきこもり群の
人数は，２４歳以下は高等学校で９人中４人，専
門学校で５人中１人，大学・短期大学で１０人中
４人である．２５-２９歳では，高等学校で１０人中
２人，専門学校で６人中３人，大学・短期大学
で１３人中５人である。３０-３４歳では，高等学校
で４人中２人，専門学校で３人中１人，大学・
短期大学で１４人中２人である。３５歳以上では高
等学校，４人中１人，専門学校では３人中１
人，大学・短期大学では５人中１人である。中
退の分布は，両者とも類似しているが，３０-３４
歳の大学・短期大学中退において，ひきこもり
群の分布は少ない。ひきこもり群において，大
学・短期大学への進学をおこなわない者の割合
が高いと考えられる。

８） 「在学中」では，全体３０人，ひきこもり群のう
ち，ひきこもり群の人数は，２４歳以下で，高等
学校で８人中４人，専門学校で３人中１人，大
学・短期大学で３人中１人である。２５-２９歳で
は大学・短期大学の６人中３人のみである。
３０-３４歳では在学中の事例はない。３５歳以上で
は大学・短期大学の１人中１人，大学院の３人
中１人である。２５歳以上でみると，全体１６人の
うち，ひきこもり群４人であり，全体の方が在
学中の者が多い。

９） 内閣府「若者の意識に関する調査（高等学校
中途退学者の意識に関する調査）」２０１１

１０） 高校中退者等アウトリーチ事業では，ニート
の発生を未然に防止するため，訪問支援担当の
キャリア・コンサルタントをサポステに配置
し，学校等との連携の下で，高校中退者等を重
点とした自宅等への訪問支援（アウトリーチ）
を実施する。継続支援事業では，高校中退者等
を対象に，学び直し（定時制・通信制高校の受
験等）に向けた学習支援や進路相談等を含む総



合的・継続的な自立支援を実施する。（厚生労
働省ホームページhttp://www.mhlw.go.jp/stf/
 houdou/2r98520000004v8c.html 2011/10/31）
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Abstract: This paper analyzes data from intake interviews from the Youth Support Station in the 

City of A, from October 2006 to June 2010. On the basis of dates, it found HIKIKOMORI cases 

among interviewees. It reported the difference between the total, 495 cases, and HIKIKOMORI 

cases, numbering 122 cases. Firstly, at the intake interviews, HIKIKOMORI cases indicate the 

lower rate of the same person coming to the Support Station than the total. And among females, 

a higher rate was indicated than among males. Secondly, the gender percentage for both is about 

70% for males and 30% for females, however HIKIKOMORI cases show a higher rate among males 

in total. Thirdly, at the lower than 30 years old, HIKIKOMORI cases show a higher rate than the 

total. On the other hand, over 65% of female and over 70% of HIKIKOMORI female is the lower 

than 30 years old. Fourth, in terms of academic background, HIKIKOMORI cases have lower 

academic background, and HIKIKOMORI male cases show an even lower one. And as the ages 

go up, the rate of good academic background rises. Those of younger age show a higher dropout 

rate. In the category of over 35 years old, the rate of academic background for university and 

junior college shows lower.

Keywords: HIKIKOMORI, social withdrawal, youth, youth support, outreach, intake, school 

dropout
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